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有価証券報告者提出予定日 平成 21 年 6月 29 日   
 

( 百万円未満切捨て) 

1.21 年 3 月期の連結業績(平成 20 年 4 月 1 日 ～ 平成 21 年 3 月 31 日)  

(1) 連結経営成績  ( ％ 表示は対前年増減率)

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％

21 年 3月期 35,280 △15.7  419 △66.7 441 △65.0  248 △64.1

20 年 3 月期 41,873 △8.9  1,260 △17.9 1,258 △24.9  692 △29.4

 

 1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 1 株当たり 

当 期 純 利 益 

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

21 年 3月期 22 84  22 76 2.6 2.7  1.2

20 年 3 月期 62 10  61 97 7.3 6.6  3.0

(参考) 持分法投資損益 21 年 3 月期 ―百万円 20 年 3月期 ―百万円  

(2) 連結財政状態  

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％  円 銭

21 年 3月期 14,648  9,380 63.9  875 28

20 年 3 月期 18,524  9,586 51.7  858 66

(参考) 自己資本 21 年 3 月期 9,359 百万円 20 年 3月期 9,575 百万円  

(3) 連結キャッシュ・フローの状況  

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

21 年 3月期 612  △109 △358  1,212

20 年 3 月期 251  △85 △158  1,081

2. 配当の状況 

 １ 株当たり配当金 

（基準日） 第 1四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期末 年間 

配当金総額 

（年間） 

配当性向 

(連結) 

純資産配当率

（連結） 

  円 銭 円 銭  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

20 年 3月期 ― 7 00  ― 7 00 14 00 156  22.5 1.6

21 年 3 月期 ― 7 00  ― 7 00 14 00 149  61.3 1.6

22 年 3 月期 

(予想) 

― 7 00  ― 7 00 14 00  92.3 

3. 22 年 3 月期の連結業績予想(平成 21 年 4 月 1 日 ～ 平成 22 年 3 月 31 日) 

    ( ％ 表示は対前期増減率)

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第 2四半期連結累計期間 14,300 △32.1  40 △92.4 30 △94.6 15 △95.5  1 40

通 期 30,000 △15.0  330 △21.4 310 △29.7 165 △33.6  15 43
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4. その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 無 

 新規 ―社 ( 社名：              ) 除外 ―社 ( 社名               )

 (注) 詳細は、８ページ「企業集団の状況」をご覧ください。  

  

(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則･手続、表示方法等の変更(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

に記載されるもの) 

 ①会計基準等の改正に伴う変更 有 

 ②①以外の変更 無 

 (注) 詳細は、18 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数(普通株式) 

 ①期末発行済株式数(自己株式を含む) 21 年 3 月期 11,801,316 株 20 年 3 月期 11,801,316 株  

 ②期末自己株式数 21 年 3 月期 1,108,045 株 20 年 3 月期 650,241 株  

 (注) 1 株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、27 ページ「1株当たり情報」をご覧ください。

 

(参考)個別業績の概要 

1. 21 年 3 月期の個別業績(平成 20 年 4 月 1 日 ～ 平成 21 年 3 月 31 日)  

(1) 個別経営成績  ( ％ 表示は対前年増減率)

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％

21 年 3月期 26,168 △18.4  230 △72.8 337 △63.7  262 △46.6

20 年 3 月期 32,056 △1.1  848 △33.0 928 △32.8  491 △35.4

 

 1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 1 株当たり 

当 期 純 利 益 

  円 銭  円 銭

21 年 3月期 24 13  24 04

20 年 3 月期 44 08  43 99

   

(2) 個別財政状態  

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％  円 銭

21 年 3月期 13,679  9,122 66.5  851 11

20 年 3 月期 16,981  9,290 54.6  832 10

(参考) 自己資本 21 年 3 月期 9,101 百万円 20 年 3月期 9,278 百万円  

 

2. 22 年 3 月期の個別業績予想(平成 21 年 4 月 1 日 ～ 平成 22 年 3 月 31 日) 

    ( ％ 表示は対前期増減率)

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第 2四半期累計期間 10,600 △32.3  12 △97.1 18 △96.6 9 △97.2  0 84

通 期 22,000 △15.9  150 △34.9 160 △52.6 80 △69.5  7 48

 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によ

って予想数値と異なる場合があります。 
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１．経営成績 

（１）経 営 成 績 に 関 す る 分 析  
当連結会計年度におけるわが国経済は、９月のリーマン・ショックを契機として急激な景気後退が

起き、欧米向けのみならず、新興国・資源国向け輸出が大幅に減少するなど総崩れとなり、2008 年度
下期には２四半期連続で２桁超のマイナス成長となり、戦後最大の景気後退局面となりました。その
上、急激な円高とあいまって輸出に関連する企業の業績は近年の歴史上例を見ないほど大きくかつ急
激に落ち込みました。 
特に、自動車産業分野や工作機械分野での落ち込みが大きく、中部地区の経済活動は大きく低迷す

ることとなりました。 
このような経済環境の下、当社グループは本年度方針“Quality First!”に沿い、下記を中心に営

業活動を進めるとともに、経費の見直しや削減にも取り組んでまいりました。 
①環境対応型（ハイブリット車、電気自動車）自動車分野での取引基盤の拡大 
②情報通信分野でのデザイン・イン活動の推進 
③国内外の廉価・良質な部品の開拓 
④不採算取引の見直し 
⑤システム事業の海外案件の拡大 
⑥品質監査ビジネスの拡大 
上記の結果、当社グループの当連結会計年度における売上高は 352 億８千万円（前年同期比 15.7％

減）、経常利益は４億４千１百万円（前年同期比 65.0％減）、当期純利益は２億４千８百万円（前年同
期比 64.1％減）となりました。 
 

①事業部門別の概況 

○デバイス事業 

・Ｍ（高機能材料）デバイス部門 
自転車向け部品は、環境への配慮や節約志向で大きく伸びたものの、自動車分野や工作機械分野
での急激な在庫調整や生産調整により、マグネット、銅材料、プリント基板などの売上が大幅に落
ち込んだことに加え、銅地金価格の大幅な下落により、売上は 39 億７千６百万円、前期に比べ 21.2%
の減少となりました。 
 

・Ｅ（電子デバイス）デバイス部門 
複合機部品に関する大口の新規受注があったものの、自動車分野や工作機械分野での急激な在庫調
整や生産調整により、コネクタ、スイッチ、モータ、フレキシブル基板などの売上が大幅に落ち込んだことに
より、売上は 87 億６千６百万円、前期に比べ 12.7%の減少となりました。 

 
・Ｓ（半導体デバイス）デバイス部門 

情報通信分野のパソコン関連商品で売上が増加したものの、自動車分野や工作機械分野での在庫調
整や生産調整により、マイクロコンピュータ、自動車用半導体などの落ち込みが大きく、売上は 100 億７百
万円、前期に比べ 18.0%の減少となりました。 
 

・Ⅰ（情報デバイス）デバイス部門 
採算重視の観点から量販店向けモニタの販売から撤退したことに加え、急激な景気後退により工
作機械・医療・住宅分野でのモニタ需要が大幅に減少したことにより、売上は 14 億６千２百万円、
前期に比べ 27.3%の減少となりました。 
 

・海外部門 

主に欧米の景気後退によりパソコン、プロジェクタ、テレビ、通信機器などの情報通信分野を中
心に大幅な生産調整が行われたことから需要が大幅に減少し、売上は 91 億９千８百万円、前期に比
べ 8.5%の減少となりました。 
 

○システム事業 

工作機械分野での大幅な生産調整や自動車分野での設備投資の凍結・延期の影響により、売上は
18 億６千９百万円、前期に比べ 25.4%の減少となりました。 
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事業部門別の売上につきましては次のとおりであります。 

 (単位：千円) 

事 業 部 門 別 

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成 19 年 4 月  1 日 

至 平成 20 年 3 月 31 日 

当 連 結 会 計 年 度 

自 平成 20 年 4 月  1 日 

至 平成 21 年 3 月 31 日 

  構成比(%)  構成比(%)

Ｍ デ バ イ ス 5,048,435 12.0 3,976,524 11.3

Ｅ デ バ イ ス 10,047,104 24.0 8,766,387 24.8

Ｓ デ バ イ ス 12,208,443 29.2 10,007,185 28.4

Ｉ デ バ イ ス 2,012,310 4.8 1,462,297 4.1

デ
バ
イ
ス
事
業 

海 外 10,053,448 24.0 9,198,807 26.1

計 39,369,741 94.0 33,411,203 94.7

シ ス テ ム 事 業 2,504,174 6.0 1,869,233 5.3

合 計 41,873,916 100.0 35,280,436 100.0

 

②次期の見通し 

現在は不透明感の強い経済状況下ではあるものの、わが国の自動車分野で、第 1 四半期に生産が底を
打ち回復傾向が見え始めたことや、中国での大規模な財政刺激策を背景に、景気の悪化傾向に歯止めがか
かり、生産が復活し始めたことなどから、上期中に景況感の底打ちがあると予想されます。しかしながら、
欧米や東南アジアでの景気回復にはまだ時間を要することや工作機械分野での復活は下期以降となると
見込まれることから、景気回復の足取りは重いものと予想しております。 
これらの状況を踏まえ、平成 22 年 3 月期の通期連結業績予想につきましては、売上高は 300 億円（前
年同期比 15.0％減）、営業利益は３億３千万円（前年同期比 21.4％減）、経常利益は３億１千万円（前年
同期比 29.7％減）、当期純利益は１億６千５百万円（前年同期比 33.6％減）を見込んでおります。
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（２）財政状態に関する分析 
①資産・負債・純資産の状況 
(資産) 
資産総額は 146 億４千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ 38 億７千６百万円の減少となりまし
た。主な要因は、売掛債権の減少 34 億１千４百万円、たな卸資産の減少４億２百万円、投資有価証券の
時価評価見直しによる減少１億４千１百万円などです。 
 
(負債) 
負債総額は 52 億６千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ 36 億７千万円の減少となりました。主

な要因は、買掛債務の減少 34 億５千２百万円、未払法人税等の減少１億９千４百万円などです。 
 
(純資産) 
純資産合計は 93 億８千万円となり、前連結会計年度末に比べ２億５百万円の減少となりました。これ

は利益剰余金で９千５百万円増加したものの、自己株式の増加２億５百万円や、有価証券評価差額金の増
加８千２百万円などの減少要因があった為です。 
 
②キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、12 億１千２
百万円となり、前連結会計年度に比べ１億３千１百万円の増加となりました。 
各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果、取得した資金は６億１千２百万円（前年同期は２億５千１百万円)となりました。 
増加要因は、税金等調整前当期純利益の計上３億６千８百万円、売上債権の減少 33 億７千３百万円、
たな卸資産の減少３億８千６百万円などがあり、また、減少要因は、買掛債務の減少 34 億７百万円、
法人税等の支払４億２千４百万円などがあります。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果、使用した資金は１億９百万円(前年同期は８千５百万円)となりました。 
これは、投資有価証券の取得４千８百万円、有形・無形固定資産の取得７千１百万円などによるも
のであります。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果、使用した資金は３億５千８百万円(前年同期は１億５千８百万円)となりました。 
これは自己株式の取得による支出２億５百万円、配当金の支払１億５千２百万円によるものであり
ます。 
 
なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。 

 平成 18 年 3月期 平成 19 年 3月期 平成 20 年 3月期 平成 21 年 3月期

自己資本比率（％） 46.1 48.8 51.7 63.9

時価ベースの自己資本比率（％） 35.0 33.3 25.3 19.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ 586.2 328.4 34.4 156.3

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 
３．キャッシュ・フロー対有利子負債比率は、有利子負債がありませんので表示を省略しております。 
４．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
当社グループは、企業体質の一層の充実・強化を図り、業績に裏づけされた安定的且つ継続的な配当を
株主の皆様へ行うことを経営の重要課題と考えております。 
また、内部留保資金につきましては、健全な財務体質の維持ならびに、当社グループの企業体質強
化に活用して、事業の拡大に取り組んでまいります。 
当期の配当金は、上記の方針に基づき中間配当 7円に期末配当 7円を加えた年間 14 円を予定してお
ります。 
また、3月末現在の１単元以上の株主様を対象に、株主優待制度を昨年同様に継続していく予定であ
ります。 

 

（４）事業等のリスク 
当社グループの経営成績、財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク及び変動要因は以下に記載す

るとおりですが、当社グループでは、これらリスクの存在を認識した上で、当該リスクの発生に伴う影響
を極力回避するための努力を継続してまいります。 
 
（為替変動の影響） 
当社グループは、電子デバイス市場の拡大が期待される中国を含むアジア・アメリカ地域における
事業に注力しており、アジアに８社、アメリカに１社の子会社を有しております。 
当連結会計年度の連結売上高の内、海外売上高は 87 億７千７百万円（連結売上高に占める割合：
24.9 %）となっております。 
当社グループは、為替リスクに対して、為替予約等の手法を活用することで為替差損を回避するよ
う努めておりますが、為替変動が当社グループの連結業績に影響を与える可能性があります。 
  
（再建中の連結子会社） 
当社の 100％出資の連結子会社である TOKAI PRECISION AMERICA,LTD.（資本金 US$800 千）は、平
成 21 年 3 月期にて△US$67 千の債務超過となっており、再建中であります。 
なお、当社保有の株式については評価額を 1円としております。 
現在は再建計画に基づき収益の安定化を図りつつありますが、再建計画が順調に進まない場合、追
加的な損失が発生する可能性があり、当社グループの連結業績に影響を与える可能性があります。 
 
（退職給付債務） 
当社及び国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用し、必要資金は内部留保
の他に、確定給付企業年金制度を採用し、外部拠出を行っております。 
従いまして、年金資産の運用利回りの低下は、退職給付費用の増加をもたらす可能性があります。 

 
（取引先の信用） 
当社グループは、幅広い産業分野において国内外の企業との取引を行っております。 
取引先の信用につきましては、個別に評価し与信限度額を設定して、その範囲内で取引を実行する
と同時に、不良債権発生防止のための万全の態勢を取っておりますが、経営環境の変化等により、取
引先の信用が悪化し、当社グループの連結業績に影響を与える可能性があります。 
 
（商品の品質） 
海外企業からの仕入が拡大する中、環境基準・品質規格等に関して、品質管理責任者による品質検
査体制を充実させつつありますが、商品の不具合による補償等は、当社グループの連結業績に影響を
与える可能性があります。 
 
（商品の納期） 
当社グループは、取引先との受注、発注管理を徹底し、納期遅延の防止に努めておりますが、予期
せぬトラブルにより、お客様への供給が遅延し損害賠償などが発生した場合には、当社グループの連
結業績に影響を与える可能性があります。 
 
（コーポレートガバナンスに起因するリスク） 
当社グループは、各種社内管理規程を設けると同時に、従業員に対しコンプライアンスの周知徹底
を図っておりますが、意図的な不正や情報の漏洩等により、当社グループの連結業績に影響を与える
可能性があります。 
 

（売上の大幅減少によるリスク） 
当社グループは、国内及び海外のお客様に対し最適調達を実現すべく積極的な販売活動を行ってお
りますが、急激な景気の落ち込みにより、お客様に大幅な生産調整が起きた場合には、当社の取引額
が減少し、当社グループの連結業績に影響を与える可能性があります。 
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（商品価格の大幅変動によるリスク） 
当社の取扱商品の一部には、相場により取引価額が変動する銅合金製品があります。 
価格変動の影響を受けないよう販売価格への転嫁を進めることにより影響の軽減を図っておりま
すが、急激な価格変動により地金相場が下落した場合には損失が発生し、当社グループの連結業績に
影響を与える可能性があります。 
 
（税効果会計） 
税効果会計においては、将来の予想・前提に基づいて、その資産の算定を行っているため、予想や
前提となる数値に変更がある場合、もしくはこれらの算定を行うための会計基準の変更がある場合に
は、当社グループの貸借対照表、損益計算書に影響を及ぼす可能性があります。 
 

（減損会計） 
当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日））を適用しております。大幅な業績の悪化お
よび不動産価格の下落等があった場合は、減損損失が発生し、業績に影響を与える可能性があります。 
 
また、当社グループでは、社長を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を組織してお
り、その委員会でリスクの基本方針の確立、洗い出し、評価・選別を行って、リスクの最小化を図っ
ております。直面する全てのリスクについて適切に管理することにより、中長期にわたり企業体質の
強化を図り、安定した経営基盤づくりを経営上の重要課題としております。そのために、当社グルー
プに影響を及ぼすリスクが認識された場合は、該当担当部署においてそのリスクの影響度を分析し、
経営会議および取締役会での報告を通じて、すべての役員に認識の共通化を図るとともに、今後の課
題と対応策について検討を行っております。
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２． 企業集団の状況 

当社の企業集団は、当社および子会社 12 社で構成され、各種電子部品及び関連商品の販売を主な
業務としております。 
東海オートマチックス㈱は当社がカバーできない制御機器商品を中心に担当しており、また、東海
テクノセンター㈱は各種ソフトウェアの製造、販売およびその他のサービス等の事業活動を展開して
おります。 
東海ファシリティーズ㈱は、当社グループの所有する不動産及び各種設備の保守管理等を主な業務
としております。 
東海精工（香港）有限公司、TOKAI PRECISION(S)PTE.LTD.、台湾東海精工股份有限公司、TOKAI 

PRECISION AMERICA,LTD.、TOKAI PRECISION PHILIPPINES,INC.、PT. TOKAI PRECISION INDONESIA、 
東精国際貿易（上海）有限公司、TOKAI PRECISION(THAILAND)LTD.は、当企業集団の海外販売拠点と
して香港、シンガポール、台湾、アメリカ、フィリピン、インドネシア、中国、タイ周辺地域での販
売を担当しております。TOKAI PRECISION CONSULTANT（SHENZHEN）LTD.は中国国内ビジネスを行うと
ともに、東海精工（香港）有限公司の事務業務を請け負い、担当しております。 
事業の系統図は次のとおりであります。 

 

花

※２ 

※ １ 東海オートマチックス㈱、東海テクノセンター㈱への商品代行仕入であります 
※ ２ 東海物産㈱、東海テクノセンター㈱への商品代行仕入であります。 

※ ３ 東海ファシリティーズ㈱は、東海物産㈱所有の不動産及び各種設備の保守管理を行っております。

※４ 海外子会社間においても、販売取引を行っております。 

販売 

海外子会社 ※４ 

国内子会社 

得        
意       

先 

※１ 

※１ 

東海オートマチックス㈱ 

東海テクノセンター㈱ 

東

海

物

産

株

式

会

社 

TOKAI PRECISION(S)PTE.LTD. 

東海精工（香港）有限公司 

TOKAI PRECISION AMERICA,LTD. 

台湾東海精工股份有限公司 

TOKAI PRECISION PHILIPPINES,INC. 

販売 

PT. TOKAI PRECISION INDONESIA 

※２ 

東精国際貿易（上海）有限公司 

TOKAI PRECISION(THAILAND)LTD. 

TOKAI PRECISION CONSULTANT（SHENZHEN）LTD. 

業務委託

販売 

販売 

東海ファシリティーズ㈱ 

※３ 
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３． 経営方針 
 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、「地球環境を守り、人に愛され、信頼される良い企業であり続ける」を基本
理念としております。 
先端技術電子デバイスとシステムを提供する当社は、国内外の拠点を結ぶネットワークを活か
し、最新の技術・価格等の情報収集に努め、自動車・情報通信・ＦＡ・環境・医療・エネルギ
ー等の分野のお客様へ、最適調達・最適生産に向けたソリューション機能を提供しております。 
今後とも、良い品質（Quality）の提供でお客様の更なるご要望に応え、業績の向上に努めて
まいります。 

 

（２）目標とする経営指標 

当社グループは、中期ビジョンとして売上が全体の約 6割を占める情報通信分野の規模を維持
しつつ、自動車関連分野を約 4 割まで拡大して、両分野を当社グループの二本柱にするととも
に、環境や医療、エネルギーの分野にも、マーケティング強化を図っていく計画であります。 
また、海外拠点の充実や国内外のメーカーとの協業を進め、販売チャネルの拡充と品質の向上
などの諸施策を通じて、業績および企業価値の更なる向上を図ってまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

ますます進化し続ける情報通信分野、安全性や快適性に加え環境性能が求められる自動車分野、
それらを支えるＦＡ分野等、当社が提供する電子デバイスやシステムに関する市場分野は日
本・中国さらに東南アジア諸国において今後も、将来展望は明るいものと予測しております。 
また、平成 21 年２月にマーケティンググループの強化を図り、医療、エネルギーの新分野に
対しても積極的に市場開拓を推進してまいります。 
デバイスソリューション部門では、日本、中国、アジア、アメリカを結ぶ、グローバルな情報
ネットワークを活用すると同時に、品質管理専任者による品質管理体制のもと、品質第一で競
争力のある最新の商品やメーカーを開発しお客様に提案、提供してまいります。  
また、技術本部は、関連子会社の東海テクノセンター（株）の開発部門と連携を深め、営業部
門への技術支援体制の強化、ソフト開発の推進、並びに技術者の育成に努めてまいります。 
システムソリューション部門では技術者を増員育成し、システムインテグレーション、マイコ
ン開発、基板アセンブリー等、開発設計・施工・メンテナンスまでのワンストップソリューシ
ョンを実現するサポート体制を更に高め、お客様満足度の向上を目指してまいります。 
なお、当部門におきましては品質マネジメントの国際規格である「ISO9001」を、東海テクノ
センター（株）のＩＳグループ（平成 14 年 9 月）ならびに東海オートマチックス（株）（平成
17 年 2 月）が認証取得しており、この運営を通じてより高品質なシステムを提供してまいりま
す。 
地球環境保全は当社におきましても重要な経営課題の一つです。平成 16 年 3 月、環境マネジ
メントシステム「ISO14001」を国内 10 拠点・関連会社 2社で認証取得し、本年 3月の更新審査
も終了いたしました。また、海外でも平成 21 年１月 PT.TOKAI PRECISION INDONESIA において
｢ISO14001｣を認証取得しました。今後とも継続的に環境マネジメントシステムの維持・改善に
努め、お客様のグリーン調達にも貢献できる企業活動を推進してまいります。 

 

（４）対処すべき課題 

当社グループは、収益重視と本年度方針“Quality First!”に沿い、全社員が社業発展に向け
た改善への努力により業績拡大に努めてまいります。また、管理体制面ではコンプライアンス
を徹底し、内部統制機能の強化と経営体質の改善に努めてまいります。 
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４．連結財務諸表等 

（１）連結貸借対照表 

（単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金  1,081,201 1,212,996

受取手形及び売掛金  9,959,612 6,545,527

たな卸資産  2,243,571 1,841,367

前払費用  43,951 46,731

未収入金  92,789 98,357

繰延税金資産  110,462 100,776

その他  3,281 30,827

貸倒引当金  △1,312 △950

流動資産合計  13,533,558 9,875,634

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物  1,602,127 1,494,607

運搬具  14,037 10,215

工具器具及び備品  45,857 53,116

土地  2,193,575 2,193,575

有形固定資産合計  3,855,597 3,751,515

無形固定資産  195,940 174,590

投資その他の資産  

投資有価証券  528,947 387,893

長期貸付金  20,625 18,513

保証金  132,163 120,881

繰延税金資産  141,422 213,395

その他  116,668 106,018

貸倒引当金  △9 △9

投資その他の資産合計  939,818 846,693

固定資産合計  4,991,356 4,772,798

資産合計  18,524,914 14,648,433
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（単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金  7,838,205 4,385,434

未払費用  225,242 185,692

未払法人税等  202,618 7,966

賞与引当金  181,086 155,178

役員賞与引当金  36,108 ―

その他  46,849 70,429

流動負債合計  8,530,111 4,804,700

固定負債  

再評価に係る繰延税金負債 43,232 43,232

退職給付引当金  261,002 315,104

その他  103,909 104,595

固定負債合計  408,144 462,933

負債合計  8,938,255 5,267,633

純資産の部  

株主資本  

資本金  3,075,396 3,075,396

資本剰余金  2,511,212 2,511,212

利益剰余金  5,099,440 5,195,132

自己株式  △231,107 △436,440

株主資本合計  10,454,941 10,345,299

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 119,615 37,561

土地再評価差額金  △739,354 △739,354

為替換算調整勘定  △260,198 △283,887

評価・換算差額等合計  △879,937 △985,679

新株予約権  11,654 21,179

純資産合計  9,586,658 9,380,799

負債純資産合計  18,524,914 14,648,433
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円） 

  
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

売上高  41,873,916 35,280,436

売上原価  36,984,437 31,377,021

売上総利益  4,889,478 3,903,415

販売費及び一般管理費  3,628,752 3,483,808

営業利益  1,260,725 419,606

営業外収益  

受取利息  28,988 12,246

受取配当金  10,749 11,084

仕入割引  28,422 23,571

その他  15,829 24,796

営業外収益合計  83,989 71,699

営業外費用  

支払利息  6,655 3,165

売上債権譲渡損  8,049 2,285

売上割引  661 751

為替差損  67,641 42,867

その他  3,216 1,160

営業外費用合計  86,223 50,230

経常利益  1,258,492 441,075

特別利益  20,659 ―

特別損失  7,810 72,592

税金等調整前当期純利益  1,271,341 368,482

法人税、住民税及び事業税  505,905 147,334

過年度法人税  42,900 ―

法人税等調整額  29,890 △27,461

当期純利益  692,644 248,609
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円） 

  
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

株主資本  

資本金  

前期末残高  3,075,396 3,075,396

当期変動額  

当期変動額合計  ― ―

当期末残高  3,075,396 3,075,396

資本剰余金  

前期末残高  2,511,009 2,511,212

当期変動額  

自己株式の処分  202 ―

当期変動額合計  202 ―

当期末残高  2,511,212 2,511,212

利益剰余金  

前期末残高  4,562,952 5,099,440

当期変動額  

剰余金の配当  △156,155 △152,918

当期純利益  692,644 248,609

当期変動額合計  536,488 95,691

当期末残高  5,099,440 5,195,132

自己株式  

前期末残高  △229,069 △231,107

当期変動額  

自己株式の取得  △2,392 △205,332

自己株式の処分  354 ―

当期変動額合計  △2,038 △205,332

当期末残高  △231,107 △436,440

株主資本合計  

前期末残高  9,920,288 10,454,941

当期変動額  

剰余金の配当  △156,155 △152,918

当期純利益  692,644 248,609

自己株式の取得  △2,392 △205,332

自己株式の処分  557 ―

当期変動額合計  534,653 △109,641

当期末残高  10,454,941 10,345,299

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金  

前期末残高  306,522 119,615

当期変動額  

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
 △186,907 △82,053

当期変動額合計  △186,907 △82,053

当期末残高  119,615 37,561
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前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

土地再評価差額金  

前期末残高  △739,354 △739,354

当期変動額  

当期変動額合計  ― ―

当期末残高  △739,354 △739,354

為替換算調整勘定  

前期末残高  △47,199 △260,198

当期変動額  

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
 △212,998 △23,688

当期変動額合計  △212,998 △23,688

当期末残高  △260,198 △283,887

評価・換算差額等合計  

前期末残高  △480,031 △879,937

当期変動額  

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
 △399,905 △105,742

当期変動額合計  △399,905 △105,742

当期末残高  △879,937 △985,679

新株予約権  

前期末残高  3,753 11,654

当期変動額  

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
 7,901 9,525

当期変動額合計  7,901 9,525

当期末残高  11,654 21,179

純資産合計  

前期末残高  9,444,009 9,586,658

当期変動額  

剰余金の配当  △156,155 △152,918

当期純利益  692,644 248,609

自己株式の取得  △2,392 △205,332

自己株式の処分  557 ―

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
 △392,004 △96,217

当期変動額合計  142,648 △205,859

当期末残高  9,586,658 9,380,799
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前当期純利益 1,271,341 368,482 

減価償却費 199,877 198,910 

株式報酬費用 8,457 9,525 

損害賠償金 △18,902 ― 

投資有価証券評価損 4,345 71,820 

退職給付引当金の増減額（減少△） △25,041 54,124 

役員賞与引当金の増減額（減少△） 36,108 △36,108 

賞与引当金の増減額（減少△） △4,612 △25,344 

貸倒引当金の増減額（減少△） 52 △362 

受取利息及び受取配当金 △68,160 △46,902 

支払利息 7,316 3,917 

有形固定資産除売却損益（益△） 792 772 

売上債権の増減額（増加△） △328,686 3,373,187 

たな卸資産の増減額（増加△） 174,788 386,230 

その他資産の増減額（増加△） 56,162 51,028 

仕入債務の増減額（減少△） △286,949 △3,407,261 

その他負債の増減額（減少△） △63,939 △16,027 

未払消費税等の増減額（減少△） 73,453 △10,648 

小計 1,036,404 975,343 

利息及び配当金の受取額 68,160 46,902 

利息の支払額 △7,316 △3,917 

損害賠償金の受取額 ― 18,902 

法人税等の支払額 △845,716 △424,872 

営業活動によるキャッシュ・フロー 251,532 612,358 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △31,677 △37,258 

有形固定資産の売却による収入 2,717 ― 

無形固定資産の取得による支出 △55,978 △34,187 

投資有価証券の取得による支出 △6,652 △48,744 

貸付金の回収による収入 2,129 2,112 

その他の増減額（減少△） 4,166 8,533 

投資活動によるキャッシュ・フロー △85,295 △109,545 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △2,392 △205,332 

ストックオプションの権利行使による収入 1 ― 

配当金の支払額 △156,044 △152,791 

財務活動によるキャッシュ・フロー △158,436 △358,124 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △91,944 △12,893 

現金及び現金同等物の増減額（減少△） △84,143 131,795 

現金及び現金同等物の期首残高 1,165,344 1,081,201 

現金及び現金同等物の期末残高 1,081,201 1,212,996 

 

（５）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

該当事項はありません。 
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 （６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

  子会社は全て連結されております。 

 当該連結子会社は、東海オートマチック

ス㈱、東海テクノセンター㈱、東海ファシ

リティーズ㈱、東海精工(香港)有限公司、

TOKAI PRECISION(S)PTE.LTD.、 

台湾東海精工股份有限公司、TOKAI PRECISION 

AMERICA, LTD.、TOKAI PRECISION PHILIPPINES, 

INC.、PT. TOKAI PRECISION INDONESIA、 

東精国際貿易(上海)有限公司、TOKAI  

PRECISION(THAILAND) LTD.、TOKAI PRECISION

CONSULTANT(SHENZHEN)LTD.の12社でありま

す。 

同左 

２ 連結子会社の決算

日等に関する事項 

 連結子会社のうち東精国際貿易(上海)有

限公司、TOKAI PRECISION CONSULTANT 

(SHENZHEN)LTD.の決算日は、12月31日であ

ります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しております。

 ただし、１月１日から連結決算日３月31

日までの期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。

同左 

３ 会計処理基準に関

する事項 

  

(1) 重要な資産の評価

基準及び評価方法 

イ 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。) 

イ 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 ロ たな卸資産 

移動平均法による原価法 

ロ たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下によ

る簿価切り下げの方法）によっており

ます。 

(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物            10～50年 

運搬具                 ５～６年 

工具器具及び備品          ３～20年 

（会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、当連結会計年度から平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。 

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微

であります。 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

 （追加情報） 
当社及び国内連結子会社は、法人税法改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得し
た資産については、改正前の法人税法に基
づく減価償却の方法の適用により取得価額
の５％に到達した連結会計年度の翌連結会
計年度より、取得価額の５％相当額と備忘
価額との差額を５年間にわたり均等償却
し、減価償却費に含めて計上しております。
当該変更に伴う損益に与える影響は軽微

であります。 

 

 ロ 無形固定資産 
定額法 
なお、ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における利用可能期間(５年)に
基づいております。 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 
同左 

 ― ハ リース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法。 
(3) 重要な引当金の計
上基準 

イ 貸倒引当金 
当社及び国内連結子会社は、債権の貸
倒れによる損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。また、在外連結子会社は
主として特定の債権について回収不能見
込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 
同左 

 ロ 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額を計上しており
ます。 

ロ 賞与引当金 
同左 

 ハ 役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき当連結会計
年度に見合う分を計上しております。 

― 

 ニ 退職給付引当金 
 当社及び国内連結子会社並びに一部の在
外連結子会社は、従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度末における退職給
付債務の見込額及び年金資産の実績額に基
づき、当連結会計年度末において発生して
いると認められる額を計上しております。

ニ 退職給付引当金 
同左 

(4) 重要な外貨建の資
産又は負債の本邦
通貨への換算の基
準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。なお、在
外子会社等の資産及び負債は、連結決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、換算
差額は純資産の部における為替換算調整勘
定に含めております。 

同左 

(5) 重要なリース取引
の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっておりま
す。 

― 

(6) 重要なヘッジ会計
の方法 

イ ヘッジ会計の方法 
為替予約取引について振当処理の要件

を満たしておりますので、振当処理によっ
ております。 

イ ヘッジ会計の方法 
同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…為替予約取引 
ヘッジ対象…外貨建債権の一部 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

 ハ ヘッジ方針 
外貨建債権の一部について、為替予約を
付し、為替変動リスクをヘッジしておりま
す。 

ハ ヘッジ方針 
同左 

 ニ ヘッジ有効性の評価の方法 
為替予約取引について為替相場の変動に
よるキャッシュ・フローの変動を完全に
相殺するものと想定されるため、有効性
評価は省略しております。 

ニ ヘッジ有効性の評価の方法 
同左 

(7) その他連結財務諸
表作成のための基
本となる重要な事
項 

消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 
同左 

４ 連結子会社の資産
及び負債の評価に関
する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ
いては、全面時価評価法を採用しておりま
す。 

同左 

５ 連結キャッシュ・フ
ロー計算書における
資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における
資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、
随時引き出し可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来する短期投資からなっ
ております。 

同左 

 
（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

会計方針の変更 
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

― （たな卸資産の評価基準及び評価方法） 
通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、主として移動平均法による原価法によっておりまし
たが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会
計基準」（企業会計基準第９号 平成 18 年７月５日）が
適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価
法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）により算定しております。 
これにより売上総利益、営業利益、経常利益、税金等

調整前当期純利益が、それぞれ 20,128 千円減少してお
ります。 
 

― （リース取引に関する会計基準） 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おりましたが、当連結会計年度より｢リース取引に関す
る会計基準｣（企業会計基準第 13 号（平成５年６月 17 日
（企業会計審議会第一部会）、平成19 年３月30 日改正））
及び｢リース取引に関する会計基準の適用指針｣（企業会
計基準適用指針第 16 号（平成６年１月 18 日（日本公
認会計士協会会計制度委員会）、平成 19 年３月 30 日改
正））を適用しております。なお、リース取引開始日が
適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理を適用しております。また、取引開始
日が平成 20 年４月１日以降で通常の売買取引に係る方
法に準じて会計処理すべきリース取引がないことから、
この変更による損益への影響はありません。 
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（８）連結財務諸表に関する注記事項 
(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成21年３月31日) 

１ 有形固定資産の減価償却累計額は、788,759千円で
あります。 

１ 有形固定資産の減価償却累計額は、922,351千円で
あります。 

２ 担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は、次のとおりであります。
建物及び構築物 97,626千円
土地 137,760千円

計 235,386千円

 担保債務は、次のとおりであります。 
支払手形及び買掛金 50,000千円

 

２ 担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は、次のとおりであります。
建物及び構築物 93,233千円
土地 137,760千円

計 230,993千円

 担保債務は、次のとおりであります。 
支払手形及び買掛金 50,000千円

 
３ 取引保証金の代用として差入れている資産は、次
のとおりであります。 
投資有価証券 25,882千円

 

３ 取引保証金の代用として差入れている資産は、次
のとおりであります。 
投資有価証券 15,842千円

 
 ４ 受取手形割引高 987,344千円
 

 ４  ―
 

５ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。 

   再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める路線

価及び路線価のない土地は第２条第３号に定める

固定資産税評価額に基づき、合理的な調整を行っ

て算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日
 

５ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。 

   再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める路線

価及び路線価のない土地は第２条第３号に定める

固定資産税評価額に基づき、合理的な調整を行っ

て算出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日
 

 
(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

※１ 特別利益の主要な項目は次のとおりであります。 

貸倒引当金戻入益 1,415千円

役員保険戻入益 18,902千円
 

※１ 特別損失の主要な項目は次のとおりであります。 

投資有価証券評価損 71,820千円
 

※２ 特別損失の主要な項目は次のとおりであります。 

投資有価証券評価損 4,345千円
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度増加

株式数(株) 

当連結会計年度減少

株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 11,801,316 － － 11,801,316

合計 11,801,316 － － 11,801,316

自己株式   

普通株式(注) 646,729 4,512 1,000 650,241

合計 646,729 4,512 1,000 650,241

(注)1.普通株式の自己株式の株式数の増加 4,512 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
2.普通株式の自己株式の株式数の減少 1,000 株は、ストックオプションの行使による減少であります。 

 

２.新株予約権等に関する事項 

目的となる株式の数（株） 
区分 内訳 目的となる

株式の種類 前連結会計
年度末 増加 減少 当連結会計

年度末 

当連結 
会計年度 
末残高 
（千円） 

提出会社 
(親会社) 

ストックオプション
としての新株予約権 ― ― ― ― ― 11,654

合計 ― ― ― ― ― 11,654

   

３.配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成 19 年６月 28 日 
定時株主総会 普通株式 78,082 7 平成 19 年 3 月 31 日 平成 19 年 6 月 29 日

平成 19 年 10 月 30 日 
取締役会 普通株式 78,073 7 平成 19 年 9 月 30 日 平成 19 年 12 月 3 日

 
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成 20 年 6月 27 日 
定時株主総会 

普通株式 78,057 利益剰余金 7 平成 20 年 3月 31 日 平成 20 年 6月 30 日
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当連結会計年度（自 平成 20 年 4 月 1日 至 平成 21 年 3 月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度増加

株式数(株) 

当連結会計年度減少

株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 11,801,316 ― ― 11,801,316

合計 11,801,316 ― ― 11,801,316

自己株式   

普通株式(注) 650,241 457,804 ― 1,108,045

合計 650,241 457,804 ― 1,108,045

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加 457,804 株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加 456,000
株、単元未満株式の買取りによる増加 1,804 株であります。 

 

２.新株予約権等に関する事項 

目的となる株式の数（株） 
区分 内訳 目的となる

株式の種類 前連結会計
年度末 増加 減少 当連結会計

年度末 

当連結 
会計年度 
末残高 
（千円） 

提出会社 
(親会社) 

ストックオプション
としての新株予約権 ― ― ― ― ― 21,179

合計 ― ― ― ― ― 21,179

   

３.配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成 20 年６月 27 日 
定時株主総会 普通株式 78,057 7 平成 20 年 3 月 31 日 平成 20 年 6 月 30 日

平成 20 年 10 月 30 日 
取締役会 普通株式 74,861 7 平成 20 年 9 月 30 日 平成 20 年 12 月 1 日

 
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成 21 年 6月 26 日 
定時株主総会 

普通株式 74,852 利益剰余金 7 平成 21 年 3月 31 日 平成 21 年 6月 29 日

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,081,201 千円 

現金及び現金同等物 1,081,201 千円 
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,212,996千円

現金及び現金同等物 1,212,996千円
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５．セグメント情報 

 

（１）事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１９年  ４月  １日  至 平成２０年  ３月３１日） 
当連結会計年度は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占
める各種電子関連商品の販売の割合がいずれも９０％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記
載を省略しております。 
 

当連結会計年度（自 平成２０年  ４月  １日  至 平成２１年  ３月３１日） 
当連結会計年度は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占
める各種電子関連商品の販売の割合がいずれも９０％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記
載を省略しております。 
 

（２）所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１９年  ４月  １日  至 平成２０年  ３月３１日）      （単位：千円） 
 

日 本 ア ジ ア 北 米 計 
消 去 
又 は 全 社 

連 結

売上高及び営業損益 
売 上 高 

(1) 外部顧客に対する売上
高 

32,022,606 9,637,490 213,820 41,873,916 ― 41,873,916

Ⅰ 

(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
又は振替高 

2,538,168 380,721 52,950 2,971,840 （2,971,840） ―

 計 34,560,774 10,018,211 266,770 44,845,756 （2,971,840） 41,873,916

 営 業 費 用 32,708,949 9,833,055 267,936 42,809,941 （2,196,751） 40,613,190

 
営 業 利 益 
(又は、営業損失△) 

1,851,824 185,156 △1,165 2,035,815 （ 775,089） 1,260,725

Ⅱ 資 産 15,239,047 2,789,171 41,327 18,069,546 455,368 18,524,914

 
当連結会計年度（自 平成２０年  ４月  １日  至 平成２１年  ３月３１日）      （単位：千円） 
 

日 本 ア ジ ア 北 米 計 
消 去 
又 は 全 社 

連 結

売上高及び営業損益 
売 上 高 

(3) 外部顧客に対する売上
高 

26,229,316 8,812,154 238,964 35,280,436 ― 35,280,436

Ⅰ 

(4) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
又は振替高 

1,815,389 223,288 141,314 2,179,993 (2,179,993) ―

 計 28,044,706 9,035,443 380,279 37,460,429 (2,179,993) 35,280,436

 営 業 費 用 26,961,648 8,983,848 378,981 36,324,477 (1,463,647) 34,860,830

 
営 業 利 益 
(又は、営業損失△) 

1,083,058 51,595 1,298 1,135,951 ( 716,345) 419,606

Ⅱ 資 産 11,717,449 2,028,979 51,709 13,798,139 850,294 14,648,433

（注）１．国又は地域の区分は、地域的近接度によっております。 
２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア       …  香港、シンガポール、台湾、フィリピン、インドネシア、上海、タイ 
  (2)北  米       …  アメリカ
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（３）海外売上高 

 

前連結会計年度（自 平成１９年  ４月  １日  至 平成２０年  ３月３１日） （単位：千円） 

 ア ジ ア 北 米 その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 9,772,510 232,564 66,648 10,071,722 

Ⅱ 連 結 売 上 高    41,873,916 

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
23.3 0.6 0.2 24.1 

 

当連結会計年度（自 平成２０年  ４月  １日  至 平成２１年  ３月３１日） （単位：千円） 

 ア ジ ア 北 米 その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 8,503,572 253,932 19,711 8,777,216 

Ⅱ 連 結 売 上 高    35,280,436 

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
24.1 0.7 0.1 24.9 

（注）１．国又は地域の区分は、地域的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア …  香港、シンガポール、台湾、フィリピン、インドネシア、上海、タイ 

  (2)北   米 …  アメリカ 

 (3)その他の地域 …  ヨーロッパ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
６．リース取引 

 
決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

 
７．関連当事者との取引 

 

該当事項はありません。 
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８．税効果会計 
 （単位：千円）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳  

  前連結会計年度 当連結会計年度 

 繰延税金資産（流動）  

 た な 卸 資 産 28,963 33,211 

 賞 与 引 当 金 66,890 56,026 

 未 払 費 用 12,878 10,313 

 未 払 事 業 税 13,084 ― 

 た な 卸 資 産 未 実 現 利 益 4,868 4,728 

 そ の 他 816 176 

 計 127,502 104,455 

   

 繰延税金資産（固定）   

 長 期 未 払 金 33,319 33,319 

 退 職 給 付 引 当 金 104,529 124,166 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 57,435 39,632 

 減 価 償 却 費 39,063 51,618 

 繰 越 欠 損 金 59,883 39,434 

 そ の 他 52,366 46,761 

 計 346,598 334,932 

 繰 延 税 金 資 産 小 計 474,100 439,388 

 評 価 性 引 当 額 △164,965 △117,251 

 繰 延 税 金 資 産 合 計 309,134 322,137 

 

 繰延税金負債（流動）   

 外 国 子 会 社 留 保 金 17,039 492 

 未 収 事 業 税 ― 2,913 

 そ の 他 ― 273 

 計 17,039 3,679 

 繰延税金負債（固定）   

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 40,209 4,286 

 計 40,209 4,286 

 繰延税金負債合計 57,249 7,966 

 繰延税金資産の純額 251,885 314,171 

 

 再評価に係る繰延税金負債 43,232 43,232 
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９．有 価 証 券 
 

前連結会計年度（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

（１）その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 

 

（２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 19 年 4 月 1 日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

  (単位：千円) 

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額 

－ － － 

 

 

（３）時価評価されていない主な有価証券の内容 

(単位：千円) 

内 容 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 

その他有価証券  

非上場株式 25,878 

 

 
種類 取得原価 

連結貸借 

対照表計上額 
差額 

(1)株式 145,954 341,880 195,926 

(2)債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3)その他 － － － 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

小 計 145,954 341,880 195,926 

(1)株式 197,289 161,188 △36,101 

(2)債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3)その他 － － － 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

小 計 197,289 161,188 △36,101 

合  計 343,243 503,068 159,825 
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当連結会計年度（平成 21 年 3 月 31 日現在） 

（１）その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 

 

（２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 20 年 4 月 1 日 至 平成 21 年 3 月 31 日） 

  (単位：千円) 

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額 

－ － － 

 

 

（３）時価評価されていない主な有価証券の内容 

(単位：千円) 

内 容 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 

その他有価証券  

非上場株式 22,883 

 

 

１０．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

 

 
種類 取得原価 

連結貸借 

対照表計上額 
差額 

(1)株式 113,640 181,316 67,676 

(2)債券    

①国債・地方債等 ― ― ― 

②社債 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

小 計 113,640 181,316 67,676 

(1)株式 209,521 183,693 △25,828 

(2)債券    

①国債・地方債等 ― ― ― 

②社債 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

小 計 209,521 183,693 △25,828 

合  計 323,162 365,010 41,848 
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１１．退職給付 
 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 
 

 

１２．ストック・オプション等関係 
 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 
 

１３.１株当たり情報 
 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり純資産額 858円66銭
 

１株当たり純資産額 875円28銭
 

１株当たり当期純利益金額 62円10銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 61円97銭
 

１株当たり当期純利益金額 22円84銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 22円76銭
 

(注)  １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額算定上の基礎は次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 
当期純利益(千円) 692,644 248,609

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 692,644 248,609

普通株式の期中平均株式数(株) 11,153,458 10,883,066

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 23,234 42,007

（うち新株予約権方式によるストック・
オプション） 

（  23,234) （ 42,007）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益金額の算定に
含めなかった潜在株式の概要 

― ―

 

１４．重要な後発事象 
 
該当事項はありません。 
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１５．個別財務諸表等 

（１）貸借対照表 

（単位：千円） 

  前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金  139,616 399,575

受取手形  390,614 937,217

売掛金  8,295,790 4,583,677

たな卸資産  1,525,891 1,321,580

前払費用  37,742 40,512

繰延税金資産  103,729 84,961

未収入金  229,204 214,962

その他  3,252 29,442

貸倒引当金  △1,400 △1,000

流動資産合計  10,724,441 7,610,929

固定資産  

有形固定資産  

建物  1,579,994 1,477,315

構築物  20,097 16,599

車両運搬具  12,880 7,685

工具器具及び備品  37,489 45,860

土地  2,193,575 2,193,575

有形固定資産合計  3,844,036 3,741,037

無形固定資産  192,309 170,130

投資その他の資産  

投資有価証券  526,711 385,835

関係会社株式  1,286,378 1,286,378

従業員長期貸付金  20,625 18,513

保証金  84,797 83,827

繰延税金資産  185,818 276,629

その他  116,668 106,018

貸倒引当金  △9 △9

投資その他の資産合計  2,220,991 2,157,193

固定資産合計  6,257,337 6,068,361

資産合計  16,981,779 13,679,290
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（単位：千円） 

  前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部  

流動負債  

支払手形  275,742 163,507

買掛金  6,511,417 3,642,991

未払費用  181,302 137,504

未払法人税等  131,305 ―

預り金  11,504 10,789

賞与引当金  132,543 114,200

役員賞与引当金  36,108 ―

その他  26,415 58,783

流動負債合計  7,306,340 4,127,776

固定負債  

再評価に係る繰延税金負債 43,232 43,232

退職給付引当金  237,826 281,338

長期未払金  82,271 82,271

その他  21,638 22,324

固定負債合計  384,968 429,166

負債合計  7,691,308 4,556,943

純資産の部  

株主資本  

資本金  3,075,396 3,075,396

資本剰余金  

資本準備金  2,511,009 2,511,009

その他資本余剰金  

自己株式処分差益  202 202

資本剰余金合計  2,511,212 2,511,212

利益剰余金  

利益準備金  248,136 248,136

その他利益剰余金  

別途積立金  3,683,000 3,783,000

繰越利益剰余金  611,930 621,657

利益剰余金合計  4,543,066 4,652,793

自己株式  △231,107 △436,440

株主資本合計  9,898,566 9,802,960

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 119,603 37,561

土地再評価差額金  △739,354 △739,354

評価・換算差額等合計  △619,750 △701,792

新株予約権  11,654 21,179

純資産合計  9,290,470 9,122,347

負債純資産合計  16,981,779 13,679,290
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（２）損益計算書 

（単位：千円） 

  
前事業年度 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

売上高  32,056,600 26,168,816

売上原価  28,519,999 23,359,888

売上総利益  3,536,600 2,808,927

販売費及び一般管理費  2,688,331 2,578,610

営業利益  848,268 230,317

営業外収益  

受取利息  2,032 1,115

受取配当金  88,898 98,167

仕入割引  22,214 18,310

その他  40,511 44,120

営業外収益合計  153,657 161,713

営業外費用  

支払利息  6,655 3,165

売上債権譲渡損  8,049 2,285

売上割引  661 751

為替差損  55,464 47,480

その他  2,696 963

営業外費用合計  73,526 54,646

経常利益  928,400 337,383

特別利益  48,455 38,282

特別損失  6,736 71,148

税引前当期純利益  970,118 304,517

法人税、住民税及び事業税  393,099 78,000

過年度法人税等  42,900 ―

法人税等調整額  42,420 △36,127

当期純利益  491,698 262,645
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円） 

  
前事業年度 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

株主資本  

 資本金  

  前期末残高  3,075,396 3,075,396

  当期変動額  

   当期変動額合計  ― ―

  当期末残高  3,075,396 3,075,396

 資本剰余金  

  資本準備金  

   前期末残高  2,511,009 2,511,009

   当期変動額  

    当期変動額合計  ― ―

   当期末残高  2,511,009 2,511,009

  その他資本剰余金  

   前期末残高  ― 202

   当期変動額  

    自己株式の処分  202 ―

    当期変動額合計  202 ―

   当期末残高  202 202

  資本剰余金合計  

   前期末残高  2,511,009 2,511,212

   当期変動額  

    自己株式の処分  202 ―

    当期変動額合計  202 ―

   当期末残高  2,511,212 2,511,212

 利益剰余金  

  利益準備金  

   前期末残高  248,136 248,136

   当期変動額  

    当期変動額合計  ― ―

   当期末残高  248,136 248,136

  その他利益剰余金  

   別途積立金  

    前期末残高  3,423,000 3,683,000

    当期変動額  

     別途積立金の積立  260,000 100,000

     当期変動額合計  260,000 100,000

    当期末残高  3,683,000 3,783,000

   繰越利益剰余金  

    前期末残高  536,387 611,930

    当期変動額  

     別途積立金の積立  △260,000 △100,000

     剰余金の配当  △156,155 △152,918

     当期純利益  491,698 262,645

     当期変動額合計  75,542 9,727

    当期末残高  611,930 621,657
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前事業年度 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

  利益剰余金合計  

   前期末残高  4,207,523 4,543,066

   当期変動額  

    別途積立金の積立  ― ―

    剰余金の配当  △156,155 △152,918

    当期純利益  491,698 262,645

    当期変動額合計  335,542 109,727

   当期末残高  4,543,066 4,652,793

 自己株式  

  前期末残高  △229,069 △231,107

  当期変動額  

   自己株式の取得  △2,392 △205,332

   自己株式の処分  354 ―

   当期変動額合計  △2,038 △205,332

  当期末残高  △231,107 △436,440

 株主資本合計  

  前期末残高  9,564,859 9,898,566

  当期変動額  

   剰余金の配当  △156,155 △152,918

   当期純利益  491,698 262,645

   自己株式の取得  △2,392 △205,332

   自己株式の処分  557 ―

   当期変動額合計  333,706 △95,605

  当期末残高  9,898,566 9,802,960

評価・換算差額等  

 その他有価証券評価差額金  

  前期末残高  305,752 119,603

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
 

△186,148 △82,042

   当期変動額合計  △186,148 △82,042

  当期末残高  119,603 37,561

 土地再評価差額金  

  前期末残高  △739,354 △739,354

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
 

― ―

   当期変動額合計  ― ―

  当期末残高  △739,354 △739,354
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前事業年度 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

 評価・換算差額等合計  

  前期末残高  △433,602 △619,750

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
 

△186,148 △82,042

   当期変動額合計  △186,148 △82,042

  当期末残高  △619,750 △701,792

新株予約権  

 前期末残高  3,753 11,654

 当期変動額  

  株主資本以外の項目の当

期変動額(純額) 
 

7,901 9,525

  当期変動額合計  7,901 9,525

 当期末残高  11,654 21,179

純資産合計  

 前期末残高  9,135,010 9,290,470

 当期変動額  

  剰余金の配当  △156,155 △152,918

  当期純利益  491,698 262,645

  自己株式の取得  △2,392 △205,332

  自己株式の処分  557 ―

  株主資本以外の項目の当

期変動額(純額) 
 

△178,246 △72,517

  当期変動額合計  155,460 △168,122

 当期末残高  9,290,470 9,122,347

 
 
（４）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

該当事項はありません。 
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（５）重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び
評価方法 

イ 有価証券 
 子会社株式 
移動平均法による原価法 

イ 有価証券 
 子会社株式 

同左 
  その他有価証券 

  時価のあるもの 
決算末日の市場価格等に基づく時価法 
(評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております。) 

 その他有価証券 
  時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 
移動平均法による原価法 

  時価のないもの 
同左 

 ロ たな卸資産 
移動平均法による原価法 

ロ たな卸資産 
通常の販売目的で保有するたな卸資産 
評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切り下げの方法）によってお
ります。 

２ 固定資産の減価償却
の方法 

イ 有形固定資産 
定率法 
なお、主な耐用年数は次のとおりであり
ます。 
建物           10～50年 
構築物          10～40年 
車両運搬具          ６年 
工具器具及び備品          ３～20年

（会計方針の変更） 
法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有形
固定資産について、改正後の法人税法に基
づく減価償却の方法に変更しております。
当該変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。 
（追加情報） 
法人税法改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した資産については、改正前の
法人税法に基づく減価償却の方法の適用
により取得価額の５％に到達した事業年
度の翌事業年度より、取得価額の５％相当
額と備忘価額との差額を５年間にわたり
均等償却し、減価償却費に含めて計上して
おります。 
当該変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 
同左 

 ロ 無形固定資産 
定額法 
なお、ソフトウェア(自社利用分)につい
ては、社内における利用可能期間(５年)に
基づいております。 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 
同左 

 ― ハ リース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法 
３ 引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。 

イ 貸倒引当金 
同左 

 ロ 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充
てるため、支給見込額を計上しておりま
す。 

ロ 賞与引当金 
同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

 ハ 役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与の支出に充て
るため、支給見込額に基づき当事業年度に
見合う分を計上しております。 

― 

 ニ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末
における退職給付債務の見込額及び年金資
産の実績額に基づき、当期末において発生
していると認められる額を計上しておりま
す。 

ニ 退職給付引当金 
同左 

４ 外貨建の資産及び負
債の本邦通貨への換算
基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為
替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。 

同左 

５ リース取引の処理方
法 

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっておりま
す。 

― 

６ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 
為替予約取引について振当処理の要件を
満たしておりますので、振当処理によって
おります。 

イ ヘッジ会計の方法 
同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…為替予約取引 
ヘッジ対象…外貨建債権の一部 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

 ハ ヘッジ方針 
外貨建債権の一部について、為替予約を
付し、為替変動リスクをヘッジしておりま
す。 

ハ ヘッジ方針 
同左 

 ニ ヘッジ有効性の評価の方法 
為替予約取引について為替相場の変動に
よるキャッシュ・フローの変動を完全に相
殺するものと想定されるため、有効性評価
は省略しております。 

ニ ヘッジ有効性の評価の方法 
同左 

７ その他財務諸表作成
のための基本となる重
要な事項 

消費税等の処理方法 
 消費税等の会計処理は、税抜き方式によ
っております。 

消費税等の処理方法 
同左 
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（６）重要な会計方針の変更 
会計方針の変更 

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

― （たな卸資産の評価基準及び評価方法） 
通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、主として移動平均法による原価法によっておりまし
たが、当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基
準」（企業会計基準第９号 平成 18 年７月５日）が適用
されたことに伴い、主として移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）により算定しております。 
これにより売上総利益、営業利益、経常利益、税引前

当期純利益が、それぞれ 19,514 千円減少しております。
 

― （リース取引に関する会計基準） 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おりましたが、当事業年度より｢リース取引に関する会
計基準｣（企業会計基準第 13 号（平成５年６月 17 日（企
業会計審議会第一部会）、平成 19 年３月 30 日改正））
及び｢リース取引に関する会計基準の適用指針｣（企業会
計基準適用指針第 16 号（平成６年１月 18 日（日本公
認会計士協会会計制度委員会）、平成 19 年３月 30 日改
正））を適用しております。なお、リース取引開始日が
適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理を適用しております。また、取引開始
日が平成 20 年４月１日以降で通常の売買取引に係る方
法に準じて会計処理すべきリース取引がないことから、
この変更による損益への影響はありません。 
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（７）個別財務諸表に関する注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
前事業年度 

(平成20年３月31日) 
当事業年度 

(平成21年３月31日) 
１ 有形固定資産減価償却累計額        726,660千円 １ 有形固定資産減価償却累計額        845,997千円
２ 担保提供資産 

建物 97,626千円

土地 137,760千円

計 235,386千円
対応債務 

買掛金 50,000千円
 

２ 担保提供資産 
建物 93,233千円

土地 137,760千円

計 230,993千円
対応債務 

買掛金 50,000千円
 

３ 取引保証金の代用として差入れている資産 
投資有価証券 25,882千円

 

３ 取引保証金の代用として差入れている資産 
投資有価証券 15,842千円

 
４ 受取手形割引高 987,344千円
 

４ ― 
 

５ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布
法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、
土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

   再評価の方法 
    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める路線
価及び路線価のない土地は第２条第３号に定める
固定資産税評価額に基づき、合理的な調整を行っ
て算出しております。 
再評価を行った年月日 平成14年３月31日

 

５ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布
法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、
土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

   再評価の方法 
    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める路線
価及び路線価のない土地は第２条第３号に定める
固定資産税評価額に基づき、合理的な調整を行っ
て算出しております。 
再評価を行った年月日 平成14年３月31日

 
 
(損益計算書関係) 

 
前事業年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１ 特別利益のうち主要なもの 

損害賠償金 18,902千円

退職給付引当金戻入益 1,415千円

貸倒引当金戻入益 27,795千円

固定資産売却益 341千円
 

１ 特別利益のうち主要なもの 

関係会社株式売却益 38,282千円

 

 

 
 

２ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 4,345千円
 

２ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 70,428千円
 

３ 減価償却実施額 

有形固定資産 130,693千円

無形固定資産 57,859千円
 

３ 減価償却実施額 

有形固定資産 126,546千円

無形固定資産 62,822千円
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 (株主資本等変動計算書関係) 
前事業年度(自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 前事業年度末株式数

(株) 
当事業年度増加株式
数(株) 

当事業年度減少株式
数(株) 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式(注) 646,729 4,512 1,000 650,241
合計 646,729 4,512 1,000 650,241

(注)1.普通株式の自己株式の株式数の増加 4,512 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
2.普通株式の自己株式の株式数の減少 1,000 株は、ストックオプションの行使による減少であります。 

 
当事業年度(自 平成 20 年 4 月 1日 至 平成 21 年 3 月 31 日） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 前事業年度末株式数

(株) 
当事業年度増加株式
数(株) 

当事業年度減少株式
数(株) 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式(注) 650,241 457,804 ― 1,108,045
合計 650,241 457,804 ― 1,108,045

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加 457,804 株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加 456,000
株、単元未満株式の買取りによる増加 1,804 株であります。
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（リース取引関係） 
 

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 
 
（有価証券関係） 

当事業年度、前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 
 

（税効果会計関係） 
  

  （単位：千円）
 （ 前 期 ） （ 当 期 ） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 
 

    
 繰延税金資産（流動）   
 商 品 28,963 33,211 
 賞 与 引 当 金 53,679 46,251 
 未 払 費 用 10,808 8,099 
 未 払 事 業 税 8,386 ― 
 貸 倒 引 当 金 1,779 ― 
 そ の 他 112 176 

 計 103,729 87,738 
   
 繰延税金資産（固定）   
 長 期 未 払 金 33,319 33,319 
 退 職 給 付 引 当 金 96,319 113,941 
 投 資 有 価 証 券 評 価 損 233,529 151,049 
 減 価 償 却 費 39,063 51,271 
 特定外国子会社留保金額益金算入 52,597 73,805 
 そ の 他 52,366 46,351 

 計 507,195 469,740 
    

 繰延税金資産小計 610,925 557,478 
    

 評価性引当額 △281,175 △188,823 

 繰延税金資産合計 329,750 368,654 
 

 繰延税金負債（流動）   
 未収事業税 ― 2,776 

 計 ― 2,776 
 

 繰延税金負債（固定）   
 その他有価証券評価差額 40,201 4,286 

 計 40,201 4,286 
    

 繰延税金負債合計 40,201 7,063 

 繰延税金資産の純額 289,548 361,591 

    

    

 再評価に係る繰延税金負債 43,232 43,232 
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１６．役員の異動 
（平成 21 年 6 月 26 日付） 

 

（１）代表者の異動 
 

該当事項はありません。 
 

（２）その他の役員の異動 

 
① 新任予定役員 
中島 裕幸 

   常務取締役    （現 常務執行役員 技術本部長）  

笹川 剛 

     常務取締役    （現 管理本部副本部長 兼 管理グループ グループリーダー） 

 

② 退任予定役員 
藤井 定男      （現 専務取締役 管理本部長 兼 情報・ＩＲ・ＣＳＲ担当） 

 

 
 

以上 




